
平成１５年度分ＰＲＴＲデータの概要について（和歌山県） 

―化学物質の排出量・移動量の届出集計結果― 

 

 

 平成１１年７月に公布された「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促

進に関する法律」に基づき、化学物質排出移動量届出制度（「ＰＲＴＲ」(Pollutant:環境汚染

物質  Release:排出  and Transfer:移動  Register:登録)）が導入されました。 

 この法律に基づき、平成１３年度分から一定の条件を満たした事業者（従業員数が２１人以

上の政令で定められた２３業種に該当する事業を営み、対象物質の年間取扱量が１トン以上

（平成１３、１４年度分届出については５トン以上））の事業所は、環境中に広く継続的に存

在し、人の健康や生態系に悪影響を及ぼす恐れのある３５４種類の有害化学物質について、１

年間の環境への排出量※１や移動量※２を届け出ることとなりました。 

 国（経済産業省・環境省）は、法施行後第３回目の事業者からの届出による平成１５年度分

の排出量・移動量等の集計結果及び届出対象外の排出量の推計値の集計結果について３月１８

日に公表しましたが、和歌山県においても、県内の排出量・移動量等の概要について取りまと

め、公表します。 
※１排出：大気や河川など環境中への直接の放出 
※２移動：事務所の外に出す廃棄物中の化学物質と下水道へ放出される化学物質 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１，７９６トン/年 

和歌山県内の排出量・移動量 

０トン/年 

０トン/年 

３トン/年 
 

７２トン/年 
 

３，０２１トン/年

・県内の詳細データは、県環境管理課のホームページ 
(http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/032100/prtr/index.html)に掲載しています。 

・全国の集計結果等は、環境省のホームページ(http://www.env.go.jp/chemi/prtr/risk0.html)に掲載
しています。 
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１ 届出排出量・移動量 

 

（１）和歌山県内全事業所及び全物質の届出排出量・移動量 

事業者より届出のあった総排出量は、１，８６８トン（全国の０.６４％）、総移動量

は、３，０２５トン（全国の１．２６％）、排出量・移動量の合計は、４，８９３トン

（全国の０．９２％）となっています。 

 全国のデータと比較してみると、和歌山県は、移動量(特に廃棄物としての移動)の割

合が高くなっています。 
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届出排出量と移動量の構成比（全国）
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届出排出量
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　530,064ﾄﾝ/年

届出排出量と移動量の構成比（和歌山県）
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（２）事業所の届出排出量・移動量の多い物質 

   上位５物質の合計は、３，４１５トンで、全体の６９．７９％を占めています。 

   また、ガソリン・灯油、合成原料や溶剤として幅広く用いられるトルエン（１位）、 

キシレン(３位)、ステンレス鋼、顔料などに用いられるクロム及び三価クロム化合物(２ 

位)、特殊鋼や電池などに用いられるマンガン及びその化合物(４位)が上位を占めてい 

るのは全国的な傾向であるが、金属の表面処理などに用いられる亜鉛の水溶性化合物 

(５位)については、順位が全国と比較して高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

排出量・移動量上位５物質とその量（和歌山県）
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排出量・移動量上位５物質とその量（全国）
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２ 届出外排出量の推計値 

 

（１）和歌山県の届出外排出量の推計値 

  国が推計を行った平成１５年度分の届出外排出量の推計値の合計は、４，３０５トン 

（全国の１．２５％）となっています。 

   

※対象業種：対象業種からの届出外排出量(用件に満たさないため届出対象外) 
非対象業種：非対象業種からの排出量(農業、林業、漁業、建設業等) 
移動体：移動体からの排出量(自動車、二輪車(二輪自動車及び原動機付自転車)、特殊自動車、

鉄道車両、船舶、航空機からの排出量) 
家 庭：家庭からの排出量：(主として、洗剤、防虫剤・消臭剤、化粧品、接着剤・塗料等に含

まれる対象物質の排出量) 

 

 届出外排出量の構成比（和歌山県）
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届出外排出量の構成比（全国）
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３ 届出排出量と届出外排出量の推計値の合計 

 

（１）届出排出量と届出外排出量の合計 

  平成１５年度分の届出排出量と届出外排出量（推計値）の合計は、和歌山県６，１７ 

４トン（全国の０．９７％）となっています。 

    また、全国と比べて届出外排出量（推計値）の占める割合が高くなっています。 
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届出排出量と届出外排出量の構成比（和歌山県）
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届出排出量と届出外排出量の構成比（全国）
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（２）届出排出量・届出外排出量上位５物質とその量 

   上位５物質の合計は４，２０８トンで、全体の６８．１５％を占めています。 

  また、ガソリン・灯油、合成原料や溶剤などに用いられるトルエン(１位)、キシレン 

(２位)、界面活性剤などに用いられる直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩（３ 

位）、ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル（４位）が上位を占めているのは全 

国的な傾向であるが、農薬（殺菌剤）として用いられるマンコゼブ（５位）については、 

順位が全国と比較して高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

届出排出量・届出外排出量上位５物質とその量（和歌山県）
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届出排出量・届出外排出量上位５物質とその量（全国）
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（参考１） 

 

和歌山県における届出等の推移 

(単位：ﾄﾝ/年) 

 平成１３年度分 平成１４年度分 平成１５年度分 

届出事業所数 ２２６ ２３４ ３４６ 

届出排出量(a) １，０５５ ９６８ １，８６８

届出移動量(b) ３，６４９ ３，６６４ ３，０２５

届出排出量・移動量合計(a+b) ４，７０４ ４，６３２ ４，８９３

届出外排出量の推計値(c) ６，０１２ ６，２３２ ４，３０５

排出量合計(a+c) ７，０６７ ７，２００ ６，１７４

 

 

 

全国における届出等の推移 

(単位：ﾄﾝ/年) 

 平成１３年度分 平成１４年度分 平成１５年度分 

届出事業所数 ３４，８２０ ３４，４９７ ４１，０７９ 

届出排出量(a) ３１２，７９４ ２８９，８７３ ２９０，５０８

届出移動量(b) ２１６，３８８ ２１０，１１７ ２３９，５５６

届出排出量・移動量合計(a+b) ５２９，１８２ ４９９，９９０ ５３０，０６４

届出外排出量の推計値(c) ５８４，５３４ ５８９、０８２ ３４１，８０３

排出量合計(a+c) ８９７，３２８ ８７８，９５５ ６３２，３１０

※平成１３、１４年度については、第一種指定化学物質の取扱量が５トン/年の事業所が対象となってい

ます。 
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（参考２） 

 

届出対象業種 

 

金属鉱業 自動車卸売業 

原油・天然ガス鉱業 燃料小売業 

洗濯業 製造業 

 食料品製造業、化学工業、繊維工業 

鉄鋼業、電器機械器具製造業等 写真業 

電気業 自動車整備業 

ガス業 機械修理業 

熱供給業 商品検査業 

下水道業 計量証明業 

鉄道業 一般廃棄物処理業 

倉庫業 産業廃棄物処分業 

石油卸売業 高等教育機関 

鉄スクラップ卸売業 自然科学研究所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


